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「
障
害
者
総

合
支
援
法
改
正

法
施
行
後
3
年

の
見
直
し
に
つ

い
て
」
の
報
告

書
が
、
今
般
公

表
さ
れ
た
。

　

こ
の
中
に

「
障
害
者
の
就

労
支
援
に
つ
い

て
」
の
項
目
が

あ
り
、
冒
頭
の

「
現
状
の
項
目
」

で
民
間
企
業
へ

の
雇
用
者
数
が

昨
年
6
月
現
在
、

約
60
万
人
に
達

し
た
と
書
か
れ

て
い
た
。
し
か
し
、
一
方
で
は

46
年
前
の
1
9
7
6
年
（
昭
和

51
年
）
に
障
害
者
雇
用
促
進
の

為
に
法
制
化
さ
れ
た
「
法
定
雇

用
率
制
度
」
が
こ
の
間
、
一
度

も
雇
用
率
を
ク
リ
ア
し
て
い
な

い
大
き
な
課
題
が
残
さ
れ
た
ま

ま
で
あ
る
。

　

平
成
24
年
~
令
和
3
年
の
10

年
間
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
紹
介
の

就
職
者
は
約
87
万
人
。
一
方
、

法
定
雇
用
率
達
成
不
足
数
は
約

社
会
保
障
審
議
会
報
告
書
を

拝
読
し
て

法
制
化
後
46
年
間
一
度
も
達
成
し
て
い
な
い

「
法
定
雇
用
率
制
度
」

業務執行理事（元・理事長）
（福）全国社会就労センター協議会顧問（元会長）
元厚生省・身体障害者福祉審議会委員
元厚労省・社会保障審議会障害者部会委員
管理本部係長・全国・東京都工賃分析担当
立川リハビリ所長・企業離職経験者分析担当

文責 斎藤　公生

資料 中村　恵輔
　　 小川美智子

立　川施設開設30周年
日の出施設開設25周年記念号

「何が障害者福祉か？を考える」
　この度、宮城県石巻市において一般社団法人 農福連携協会主催の「農福
連携全国フォーラム 2022 in 石巻」が開催され基調講演を指名され又、主
催者から示されたタイトルは『何が障害者福祉か？を考える』であった。
　たまたま、厚労省社会保障審議会障害者部会からの会議報告書が公表さ
れると共に、団体から報告書が送信されその中に『障害者の就労問題』があっ
た。
　今号は、社保審の報告書と農福連携から与えられたテーマに沿って『障
害者の就労問題』を取り上げた。

【障害者の就労特集号】

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
紹
介
就
職
者

こ
こ
10
年
間
で
約
87
万
人

な
の
に
同
期
間
、
法
定
雇
用

率
未
達
成
者
28
万
人
、

こ
の
ギ
ャ
ッ
プ
は
何
か
？
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28
万
人
、
な
ぜ
こ
の
よ
う
な
数

字
に
な
っ
た
の
か
。

　

さ
て
、
近
年
で
は
毎
年
10
万

人
前
後
の
障
害
者
が
就
職
し
て

い
る
の
に
、
こ
の
10
年
間
で
、

法
定
雇
用
率
未
達
成
者
が
約

28
万
人
も
出
て
い
る
。

　

社
保
審
報
告
書
で
は
、
こ
れ
ら

「
負
」
の
部
分
に
触
れ
ず
に
新
制

度
と
し
て「
就
労
選
択
支
援
制
度
」

や
「
ア
セ
ス
メ
ン
ト
」
が
ク
ロ
ー

ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
る
が
、「
企

業
へ
の
雇
用
が
困
難
」
な
B
型

利
用
者
が
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
対

象
な
の
か
？
理
解
出
来
な
い
。

　

さ
ら
に
、
読
売
新
聞
の
8
月

10
日
夕
刊
の
記
事
で
は
「
ア
セ

ス
メ
ン
ト
の
対
象
は
現
状
で
は
、

企
業
で
の
就
職
が
難
し
い
障
害

者
向
け
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
し
始
め
る
人
が
中
心
で
、
約

3
万
人
が
対
象
」
と
あ
っ
た
。

　

企
業
へ
の
就
労
を
希
望
し
て

結
果
税
金
の
無
駄
遣
い
に
繋
が

る
の
で
は
。

　

加
え
て
大
き
な
問
題
の
一
つ

に
、
支
援
学
校
高
等
部
卒
業
生

の
就
職
数
が
年
々
増
加
し
て
い

る
が
、
若
者
の
夢
を
砕
く
よ
う

な
短
期
離
職
者
の
多
い
未
整
備

の
雇
用
市
場
に
就
職
さ
せ
る
事

は
避
け
る
事
で
あ
る
。

　

多
数
の
離
職
者
を
発
生
さ
せ

な
い
為
に
も
早
急
に
根
本
を
改

善
す
る
事
が
先
決
で
あ
る
。

 　

弊
会
の
B
型
施
設
等
利
用
者

い
る
障
害
者
が
利
用
す
る
「
就

労
移
行
支
援
」
で
は
な
く
、
企

業
へ
の
雇
用
が
困
難
な
人
の
働

く
場
の
「
B
型
へ
の
利
用
者
を

対
象
に
し
て
い
る
」
よ
う
な
記

事
内
容
に
驚
い
て
い
る
。

　

な
ぜ
、
雇
用
に
繋
が
ら
な
い

B
型
が
新
制
度
の
対
象
な
の
か
、

公
に
説
明
を
お
願
い
し
た
い
。

　

本
来
な
ら
ば
新
制
度
を
提
案

す
る
前
に
「
法
定
雇
用
率
未
達

成
問
題
」
や
「
長
期
間
続
い
て

い
る
大
量
の
短
期
離
職
者
問
題
」

等
へ
の
改
善
着
手
が
先
で
は
な

い
の
か
。
短
期
離
職
者
を
排
出

し
な
い
雇
用
市
場
を
改
善
し
て

か
ら
で
な
い
と
、
幾
ら
立
派
な

制
度
を
作
っ
て
も
ザ
ル
に
水
で
、

1
9
6
名
の
う
ち
80
名
（
41
%
）

が
、
企
業
離
職
経
験
者
で
あ
り
、

こ
こ
5
年
間
急
激
に
増
加
し
て

い
る
。
離
職
理
由
の
分
析
資
料

を
添
付
し
て
い
る
の
で
、
離
職

防
止
の
参
考
迄
。（
基
調
講
演
資

料
3
の
4
ペ
ー
ジ
）

　
「
B
型
に
は
企
業
に
働
け
る
人

が
い
る
」
こ
ん
な
会
話
を
時
々

耳
に
す
る
が
、
調
査
資
料
を
目

に
し
た
事
が
な
い
。

　

弊
会
に
視
察
に
来
た
行
政
メ

ン
バ
ー
同
士
の
会
話
を
隣
で
聞

い
た
事
が
あ
る
が
、
知
的
障
害

者
や
発
達
障
害
者
を
外
見
で
判

断
し
、
意
思
疎
通
の
困
難
な
障

害
者
を
理
解
し
て
い
な
い
方
の

話
で
あ
っ
た
。

　　

タ
イ
ト
ル
の
よ
う
な
質
問
を

雇
用
市
場
を
改
善
せ
ず

新
制
度
導
入
は

税
金
の
無
駄
遣
い
に

繋
が
ら
な
い
か
？

「
な
ぜ
B
型
に
は
長
期

在
籍
者
が
多
い
の
か
？
」

の
問
い
か
け

離
職
は
若
い
人
達
の

夢
を
散
ら
す

B
型
施
設
に
大
量
の

離
職
者
が
入
所
し
て
い
る

の
を
ご
存
知
で
す
か
？

定
員
1
9
6
名
、
離
職
経
験
者
80
名

多
い
離
職
の
理
由
は

障
害
に
無
理
解
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2
0
0
4
年
10
月
に
授
産
施

設
制
度
解
体
問
題
が
社
保
審
に

出
さ
れ
、
当
時
、
全
国
授
産
組
織

の
会
長
を
務
め
て
い
た
関
係
で

年
末
迄
の
2
ヶ
月
間
、
ほ
ぼ
毎
日

障
害
福
祉
関
連
部
署
に
通
っ
て

い
た
。
逆
に
弊
会
の
授
産
施
設
に

も
多
く
の
方
が
視
察
に
お
見
え

頂
い
た
。

　

た
ま
た
ま
、
7
月
に
関
係
者
か

ら
送
ら
れ
て
き
た
厚
労
省
幹
部

の
人
事
異
動
の
資
料
を
見
て
驚

愕
し
た
。

　

理
由
は
当
時
多
忙
の
中
を
弊

会
の
授
産
施
設
等
を
視
察
に
見

え
た
方
々
や
、
評
論
を
交
わ
し
た

人
々
が
今
回
の
異
動
で
事
務
次

官
を
始
め
、
総
括
審
議
官
や
局
長

等
に
名
前
を
連
ね
て
い
た
か
ら

で
あ
る
。

　

機
会
を
見
て
指
導
を
受
け
に

伺
い
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　

最
後
に
、
報
告
書
の
①
「
現
状

の
項
目
」
の
最
後
の
○
印
に
「
障

害
者
の
就
労
支
援
に
関
わ
る
人

材
に
つ
い
て
、
雇
用
・
福
祉
分
野

の
基
礎
的
な
知
識
や
ス
キ
ル
が

不
十
分
で
あ
る
云
々
」
の
文
章
が

あ
っ
た
が
、「
一
部
の
施
設
」
の

表
現
な
ら
わ
か
る
が
、
弊
会
の
施

設
の
場
合
、
職
員
の
力
に
よ
り
法

律
に
則
り
雇
用
に
繋
が
ら
な
い

利
用
者
等
に
、
就
労
の
機
会
を
提

供
し
、
全
国
平
均
工
賃
の
4.6
倍
の

月
収
平
均
7
4
千
円
を
支
給
す

る
と
共
に
、
経
営
目
的
に
掲
げ
て

い
る
【
同
年
齢
の
市
民
と
同
等

の
生
活
環
境
を
支
援
す
る
】
為

に
、
10
月
現
在
利
用
者
の
51
%

の
1
0
0
名
（
生
活
介
護
含
む
）

受
け
る
事
が
あ
る
。

実
態
は
B
型
も
企
業
と
同
じ
く

作
業
は
8
時
間
前
後
。

　

こ
の
間
、
支
援
職
員
数
は
限

ら
れ
て
い
る
が
、
利
用
者
に
対

す
る
心
構
え
や
就
労
技
術
、
相

談
、
健
康
管
理
等
、
彼
ら
が
作

業
し
て
い
る
時
間
内
は
全
て
の

面
に
心
か
ら
対
応
し
て
い
る
か

ら
で
あ
る
。

　

企
業
で
障
害
者
を
雇
用
す
る

場
合
は
、
労
働
施
策
で
企
業
に

対
し
障
害
者
専
門
担
当
者
の
人

材
を
配
置
し
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を

作
る
事
で
あ
る
。

　

福
祉
施
設
か
ら
通
い
で
手
伝

い
に
行
く
よ
う
な
簡
単
な
手
法

で
は
通
用
し
な
い
。

　

又
、
企
業
型
の
B
型
施
設
に

協
力
し
て
も
ら
い
一
定
期
間
研

修
に
出
し
、
障
害
者
と
作
業
す

る
の
も
一
方
法
で
あ
る
。

を
【
親
亡
き
後
の
安
定
し
た
自
立

生
活
に
移
行
】
を
さ
せ
て
き
た

が
、
こ
れ
ら
の
専
門
的
支
援
に

当
た
っ
て
い
る
職
員
諸
氏
に
は

「
知
識
不
足
」
は
通
用
し
な
い
し
、

こ
の
文
章
は
理
解
さ
れ
な
い
。

　

ま
た
、
こ
の
文
を
は
じ
め
報
告

書
に
は
「
就
労
型
福
祉
サ
ー
ビ

ス
」
と
か
「
就
労
支
援
に
携
わ
る

人
」
と
い
う
表
現
が
出
て
く
る

が
、通
常
就
労
系
は
「
就
労
移
行
」

「
A
型
」「
B
型
」を
指
し
て
お
り
、

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
目
的
が
大
き

く
違
う
の
で
、
ど
の
事
業
を
指

し
て
い
る
の
か
理
解
出
来
な
い

点
も
多
々
あ
る
の
で
、
社
保
審

の
報
告
書
で
あ
れ
ば
、
目
を
通

す
人
々
の
立
場
を
考
え
、
具
体

性
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

　

最
後
に
、
是
非
企
業
型
の
B

型
施
設
の
現
場
を
視
察
に
来
る

事
を
勧
め
た
い
。
希
望
が
あ
れ

ば
案
内
も
し
た
い
。
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何
の
立
論
を
根
拠
に

「
障
害
者  

就
労
支
援
に

関
わ
る
福
祉
分
野
人
材
の

基
礎
的
知
識
不
足
」

と
指
摘
し
た
の
か
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く
は
、
焼
け
野
原
に
な
り
国
民
は

住
居
や
職
場
を
失
っ
た
。

　

敗
戦
後
10
年
を
経
過
し
て
い
た

が
、
障
害
者
の
働
く
場
は
皆
無
の

状
態
。
こ
れ
に
対
し
1
9
5
8

年
（
昭
和
33
年
）
厚
生
省
は
障
害

者
の
働
く
・
暮
ら
す
場
と
し
て
国

家
財
政
が
厳
し
い
中
を
、
当
時
の

大
蔵
省
や
国
会
関
係
者
を
説
き
伏

せ
、
制
度
化
し
た
の
が
「
身
体
障

害
者
収
容
授
産
施
設
」
で
あ
る
。

　

筆
者
、
北
海
道
の
片
田
舎
の
高

校
を
卒
業
し
た
が
、
企
業
な
ど
は

皆
無
、
多
く
の
同
級
生
は
町
内
に

あ
る
炭
鉱
の
石
炭
採
掘
作
業
に
従

事
し
た
が
、
我
々
、
障
害
者
に
は

就
職
先
は
無
く
、
1
9
5
9
年

（
昭
和
34
年
）
に
新
設
さ
れ
た
授

産
施
設
に
利
用
者
と
し
て
入
所
。

一
定
の
時
間
を
作
業
所
で
働
き
、

な
ぜ
か
他
の
時
間
は
、
理
事
長
作

成
の
資
料
を
ガ
リ
版
に
書
き
写

し
、
印
刷
を
す
る
業
務
等
の
応
援

　

就
労
型
三
事
業
の
主
な
目
的

は
、

○
A
型
は
、
施
設
利
用
者
で
あ

る
が
雇
用
契
約
が
締
結
出
来

る
事
業
。

○
就
労
移
行
型
は
、
企
業
等
へ

の
就
職
を
目
的
と
し
て
い
る

人
へ
の
訓
練
型
。

○
B
型
は
、
働
く
事
を
希
望
し

て
も
企
業
へ
の
雇
用
が
困
難

な
人
の
就
労
継
続
型
施
設
。

　

今
回
は
「
B
型
」
に
焦
点
を

絞
り
記
事
と
し
た
。

（
※
以
下
、
A
型
、
B
型
、
移

行
に
簡
略
）

　

1
9
4
5
年
（
昭
和
20
年
）

に
敗
戦
を
迎
え
た
。
多
く
の
国
民

を
戦
争
で
失
い
、
主
要
都
市
の
多

に
。（
当
時
の
工
賃
日
給
2
4
5

円
、
月
額
約
6
、
5
0
0
円
前

後
、
道
営
住
宅
家
賃
1
、
0
0
0

円
の
時
代
）

　

当
時
、
31
歳
の
理
事
長
は
、
若

い
時
に
高
圧
線
工
事
中
に
電
線
に

接
触
し
両
腕
を
切
断
。

　

積
極
的
な
方
で
、
厚
生
省
始
め

関
連
組
織
に
交
渉
の
為
、
上
京
を

重
ね
て
い
た
。

　

そ
の
後
、
出
張
に
付
き
人
と
し

て
行
動
を
共
に
す
る
機
会
が
増
え
、

厚
生
省
に
も
顔
馴
染
み
の
方
々
が

増
え
、
理
事
長
の
代
理
で
一
人
で

訪
ね
る
事
も
あ
り
、
担
当
者
か
ら

授
産
施
設
誕
生
の
経
緯
等
を
聞
か

せ
て
い
た
だ
い
た
が
、
感
心
し
た

事
は
障
害
者
の
就
労
に
つ
い
て
、

心
底
取
り
組
ん
で
い
た
事
で
あ
る
。

　

そ
の
後
、
現
在
の
施
設
開
設
の

為
、
上
京
し
今
日
に
至
る
が
、
厚

生
省
の
後
の
厚
労
省
を
含
め
、
授

産
施
設
団
体
の
代
表
や
社
会
保
障

審
議
会
委
員
を
務
め
、
厚
労
省
通

い
も
増
加
す
る
と
共
に
、
現
在
に

於
い
て
も
、
多
く
の
方
々
に
ご
指

導
を
い
た
だ
い
て
い
る
。

　

さ
て
、
障
害
者
の
働
く
施
設

は
、
後
に
知
的
障
害
者
や
精
神
障

害
者
の
法
律
が
整
備
さ
れ
、
三
障

害
で
15
の
授
産
施
設
制
度
が
誕
生

し
た
が
、
2
0
0
4
年
（
平
成

16
年
）
10
月
12
日
に
開
催
さ
れ
た

厚
労
省
・
社
会
保
障
審
議
会
障
害

者
部
会
（
以
下
社
保
審
）
に
、
突

如
、
授
産
制
度
の
廃
止
案
が
提
案

さ
れ
た
が
、
関
係
者
の
大
反
対
も

あ
り
、
結
果
、
年
末
に
就
労
継
続

支
援
B
型
（
以
下
B
型
）
と
名

を
変
え
て
継
続
す
る
事
に
。
平
成

18
年
4
月
か
ら
B
型
が
ス
タ
ー

B
型
（
前
、
授
産
施
設
）

の
歩
み

公
的
支
援
に
よ
る

「
就
労
継
続
支
援
B
型
」

10
万
人
を
超
え
る
利
用
者
、

危
う
く
路
頭
に

突
然
、授
産
施
設
制
度

解
体
の
提
案
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を
採
用

○
一
定
水
準
以
上
の
工
賃
を
支
給

す
る

○
安
定
し
た
自
立
生
活
に
移
行
さ

せ
る
事
が
「
就
労
継
続
支
援

B
型
」
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

し
か
し
現
在
の
B
型
は

○
企
業
と
競
争
出
来
る
「
働
く
施

設
」
が
少
な
く
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

型
が
多
い

○
全
国
平
均
工
賃
が
1
6
千
円
と

少
額
で
大
人
と
し
て
対
応
し
て

い
な
い
。
そ
の
為
、
老
後
の
貯

え
が
出
来
な
い
利
用
者
が
多
い

（
生
活
保
護
受
給
者
の
恐
れ
）

○
自
立
生
活
移
行
者
も
少
な
く
、

親
亡
き
後
の
生
活
が
大
き
な
課

題
と
な
ろ
う
。

　

B
型
関
連
法
に
は
「
利
用
者

が
自
立
生
活
が
出
来
る
よ
う

に
」「
就
労
の
機
会
や
生
産
活

動
の
機
会
を
提
供
し
、
自
立
生

活
を
営
む
為
に
工
賃
の
水
準
を

ト
し
今
日
に
至
っ
て
い
る
が
、
当

時
、
廃
止
の
理
由
に
上
げ
て
い
た

「
低
工
賃
や
低
自
立
生
活
移
行
」

は
16
年
経
っ
た
現
在
も
何
一
つ
改

善
さ
れ
て
い
な
い
の
は
如
何
か
。

　

又
、
過
去
に
記
憶
の
無
い
「
3

年
に
1
度
の
障
害
者
施
策
の
法
律

改
正
」
に
取
り
組
ん
で
い
る
が
、

落
ち
着
き
の
無
い
施
設
経
営
と

な
っ
て
い
る
事
も
問
題
で
あ
る
。

　

一
方
こ
の
間
、
B
型
は
利
用

人
数
や
施
設
だ
け
が
膨
大
な
数
に

な
っ
て
お
り
、
予
算
も
年
々
増
加

し
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

関
係
法
に
定
め
ら
れ
て
い
る
通

り
B
型
を
経
営
す
る
な
ら
次
の

よ
う
な
指
導
が
必
要
。

○
世
間
に
通
用
す
る
生
産
的
職
種

高
め
る
よ
う
、
毎
年
工
賃
支
給

の
目
標
水
準
を
設
定
す
る
事
」

と
定
め
て
い
る
が
、
実
態
は
左

の
表
の
通
り
。

　

B
型
は
毎
年
度
、
都
道
府
県

に
支
給
工
賃
を
報
告
し
、
都
道
府

県
は
厚
労
省
に
報
告
し
、
厚
労
省

は
公
表
し
て
い
る
。

「
B
型
」は
企
業
へ
の

雇
用
が
困
難
な
人
達
の

継
続
的
な
働
く
場
で
あ
る

※
表
の
数
値
は
、
厚
労
省
発
出

　

資
料

○
B
型
施
設
数

・
2
0
2
0
年 

1
3
、3
5
5

・
2
0
1
9
年 

1
2
、4
9
7

　

増
数 

8
5
8
施
設

○
B
型
利
用
者
数

・
2
0
2
0
年 

約
3
6
0
千
人

・
2
0
1
9
年 

約
3
3
2
千
人

　

増
数 

2
8
千
人

自
立
生
活
可
能
者
は

わ
ず
か
3.3
%

10万円以上

9万円以上

8万円以上

7万円以上

6万円以上

5万円以上

4万円以上

自立生活可能 計

3万円以上

2万円以上

1万円以上

5千円～1万円

5千円未満～1千円

1千円未満

合計

2

3

6

9

20

83

212

335

610

ー

ー

ー

ー

ー

11,869

全国施設数月額工賃額

■2020年度B型工賃額
　4万円以上は僅か3.3%

0

1

0

3

4

3

18

29

34

110

362

243

88

4

870

0.0

0.1

0.0

0.3

0.5

0.3

2.1

3.3

3.9

12.6

41.6

27.9

10.1

0.5

100.0

東京都施設数 %

＝
本
来
の
B
型
の
姿
＝
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ス
が
必
要
で
あ
る

②
商
品
開
発
能
力
を
持
っ
て
い

る
職
員

③
営
業
能
力
の
あ
る
職
員

④
生
産
機
器
や
シ
ス
テ
ム
に
精

通
の
職
員

⑤
生
産
能
力
が
落
ち
て
い
る
利

用
者
に
対
し
プ
ラ
ス
に
な
る

設
備
を
。

⑥
行
政
の
配
慮
と
し
て
こ
れ
ら

の
人
材
に
対
す
る
配
置
数
や

企
業
に
劣
ら
ぬ
機
器
設
備
が

必
要
な
の
で
、
助
成
金
制
度
と

予
算
対
策
（
授
産
時
代
に
は
機

器
助
成
金
や
営
業
開
拓
職
員

の
増
員
が
あ
っ
た
）

（
例
）

・
障
害
基
礎
年
金
2
級

　
　
　
　
　
　
　
　

6
4
千
円

・
工
賃
収
入　
　

  　

4
0
千
円

　

計　
　
　
　

 　

1
0
4
千
円

※
条
件
：
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
低

家
賃
入
居

　

た
だ
し
2
0
2
0
年
度
で
は
、

東
京
都
の
場
合
、
表
の
資
料
に

あ
る
よ
う
に
総
施
設
数
8
7
0

中
、
4
万
円
以
上
の
B
型
は
僅

か
29
施
設
、
3.3
%
で
あ
る
。

○
2
0
2
2
年
予
算
工
賃
額

　

一
人
当
た
り

　
　
　
　
　
　

7
4
、7
4
0
円

○
自
立
生
活
移
行
者 

69
名（
55
%
）

※
生
活
介
護
2
施
設
を
加
え
る

と
1
9
6
名
中
1
0
0
名
が

自
立
生
活
を
実
現
し
て
い
る
。

　

親
が
健
在
な
う
ち
に
協
力
し
、

利
用
者
を
実
家
か
ら
自
立
生
活

に
移
行
さ
せ
る
事
が
望
ま
し
い
。

　

2
0
2
0
年
度
全
国
の
工

賃
実
態
は
、
対
象
施
設
数
約

1
2
千
施
設
。
利
用
者
数
、
約

36
万
人
。

　

一
法
人
で
は
全
国
の
分
析
は

3
万
円
以
上
ま
で
出
来
た
が
、

そ
れ
以
下
の
施
設
は
多
す
ぎ
て

分
析
が
不
可
能
な
の
で
、
変
わ
っ

て
東
京
都
の
数
値
を
参
考
に
作

成
し
た
。

　

弊
会
の
実
績
や
複
数
施
設
の

情
報
で
は
、
自
立
生
活
を
営
む

上
で
は
、
最
低
工
賃
額
が
月
額

4
万
円
以
上
の
場
合
、
地
域
や

条
件
に
も
よ
る
が
最
低
限
の
自

立
生
活
は
可
能
の
ケ
ー
ス
も
あ

る
。

　

低
迷
し
て
い
る
B
型
を
関
係

法
に
定
め
ら
れ
て
い
る
「
目
的

達
成
」
施
設
に
変
え
る
に
は

企
業
経
営
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の

原
点
は
利
益
を
算
出
し

株
主
に
還
元
す
る
事

B
型
は
株
主
に
変
わ
っ
て

利
用
者
に
利
益
を
還
元

す
る
の
が
事
業
目
的

①
B
型
の
経
営
者
は
企
業
セ
ン

　
福
祉
プ
ラ
ス
企
業
経
営
の

ノ
ウ
ハ
ウ
を
取
り
入
れ
る
事

が
必
須
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら

「
一
定
水
準
の
工
賃
を
支
給
し
、

自
立
生
活
に
移
行
さ
せ
る
」

の
が
、
B
型
の
目
的
に
定
め

ら
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

自
立
生
活
移
行
は

月
収
工
賃
4
万
円
か
ら

実
現
し
て
い
る

2
0
2
2
年
弊
会
の
事
例

支
給
工
賃
と
自
立
生
活
者
数

B
型
3
施
設 

定
員
1
2
5
名

B
型
施
設
改
革
案

利
益
を
出
す
商
売
の
仕
方
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□逼迫している国家予算の範囲内で出来る改善
　工賃の分析資料はどこからも出ていないので、数年前から法人で作成しているが、
全国となると 13,355 施設、利用者約 36 万人を対象にすると、一法人では不可能な
ので、東京都 870 施設を対象に分析を行った。

□B型類型案

　限られた職員給与を公費で頂いているが、利用者処遇の中身に関係なく同額支給
は問題が多い。また、定額工賃や自立生活移行の原因は、障害の軽重ではなく、経
営者や職員の事業に取り組む姿勢の差や、利用者の将来をどのように考えているか
の温度差であると思う。

低処遇が続くと利用者の将来生活は成り立たない

一人でも多くを当たり前の生活に
＝B型の低工賃の原因は障害の軽重ではない＝

B型

東京都対象施設

職業指導員配置

最低工賃支給額

生産機器等助成

備　　　　　考

1型

11（1.3%）

利用者2：１

5万円以上

2億円以下

現在既に積極的
に企業型経営に
取り組み職員配
置も多く、処遇
改善に取り組み
支給工賃も高
く、自立生活移
行者も多い。

2型

52（6%）

5：１

3万円以上

1億円以下

既に3万円～5
万円未満の工
賃を支給し、中
には自立生活
移行者も出し
ており、工賃の
上昇に取り組
んでいる。

多くは低額工
賃でデイサー
ビス型。

3型

807（93%）

1０：1

3万円未満

3千万円以下

一人でも多くを当たり前の生活に提案
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お問い合わせは下記まで
日の出事業所
Tel.042-597-4111
（受注担当：住井・内田）

※発送料は別途かかります（地域により料金が異なります）


